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◆放課後児童クラブ運営委託費
・放課後児童クラブとは、共働きやひとり親家庭の児童を放課後に預かる施設で市内に17か所ある。
事業所によっては、習い事など民間ならではの工夫で、他市町にはない保育のレベルを保っている。
平成29年度放課後児童クラブ利用率は、市内全児童数の約12％となっている。

平成３０年度　一般会計予算『修正案可決』

・民間での放課後児童クラブ保育料は、事業所によって異なり、平均すると一人あたり月額
約１２，２００円です。半田市は、公営で行っている近隣他市と比較すると高く、市長の
公約に沿って平成３０年４月から保護者負担を小学校低学年９，０００円、高学年５，０
００円と一律料金とし、差額を市費で補助するものです。

・平成３２年度から基準保育料を設定し、全事業所一律とします。
・この保育料補助による歳出上乗せ額は、６，２２５万円と見込んでいます。

原案
（要約）

＊前提として、子育て支援施策や働く女性支援、定住人口の増加策を否定するものではない
が、行政の支援として公平性を欠くものであり、以下の理由のとおり修正を求めるもので
ある。

１．放課後児童クラブ保育料補助の視点だけてなく、半田市としての子育て支援に対する明
確なビジョンが見えない中、保育料の一律値下げに疑問を感じる。

２．放課後児童クラブの現状課題や、子育て世代のニーズ把握が十分されていない状況で、
この事業の政策効果が見えない。

３．放課後児童クラブを利用している家庭と利用していない家庭に対し、支援の格差が生じ
ることに疑問を感じる。

修正内容　他の事業予算に影響の出ないよう、修正部分に関係する額をすべて一般会計から
削除し、同額を予備費に加算し、歳出総額を変更せず収支の均衡を図る。

議会の判断を真摯に受け止め、庁内や事業所とも再度話し合いをする中で、最良の案を
考え、補正予算などで対応し、できるだけ早い時期に実現させたい。
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☆市長の声
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政務活動費を使用した議員活動について
安全で美味しい学校給食を実現する運営管理システムの調査研究　（平成３０年２月１日～２日）

災害発生時の初動対応と震災からの復興状況について　（平成３０年１月１８日～１９日）

先進の学校給食管理運営システ
ムを研究し、半田市の学校給食
の異物混入や食中毒の防止策づ
くりに役立てます。

埼玉県川越市・東京都東村山市
・立川市

・先進の運営管理で行う学校給食センターを、早期に建設する。
・厳しい食材調達基準を設け、異物混入や食中毒の起きない仕組
みを目指す。
・子どもたちが、人気の献立レシピを家庭に持ち帰る事ができる
ようにし、給食への関心を高めるよう努める。
・保護者向けの食育講座を設ける。

昨年刻み海苔を介したノロウイルスによる食中毒が発生した立川
市の学校給食センターを視察してまいりました。視察によって、
先進の運営管理と厳しい食材調達基準を設けていた施設で食中毒
が発生した事が分かりました。しかしこの管理レベルによって、
原因究明と事故後の改善も速やかに行うことができたとのことで
した。また、東村山市では、独自の食育を実践していました。

大規模災害時は発生直後から情
報の収集・伝達等の臨機応変で
的確な初動対応が極めて重要で
す。被災地の実情から初動対応
を学び地域防災計画に生かせる
ように調査研究していきます。

宮城県山元町・石巻市

・備蓄品は更なる充実が必要である。（各家庭も同じ）
・避難所生活には日ごろから地域の繋がりが大変重要。
・全ての部署、避難所等に女性へのきめ細かな配慮が必要。
・職員も被災者となる事が予想されマンパワーが足りなくなる事
が想定される。

・震災後、最も重要視したのが避難誘導である。
・人、資機材、通信機器、避難所等全てが不足。
・一週間以上たってから職員の初動対応が始まった。
・限られた資源のなかで優先順位の判断が困難であった。
・様々な所に備蓄されている備蓄品がに不足していた。
・7年経っても復興は進んでいないと感じた。

学んだこと目　的

視察地

半田市に活かせること

学んだこと目　的

視察地

半田市に活かせること
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